
■発行 都議会民主党政策調査会 ■

〒 1 6 3 - 8 0 0 1 東京都新宿区西新宿2 - 8 - 1

T E L  0 3 - 5 3 2 0 - 7 2 3 0  F A X  0 3 - 5 3 8 8 - 1 7 8 4

h t t p ： / / w w w . t o g i k a i - m i n s y u t o . j p /

オパークはヨーロッパで始まった地質や地形を見どころとする、自然の中の公園です。貴重で美しい地質や地形を含めた

自然遺産を保全するとともに、地球科学の普及や環境教育などを行い、さらにこれらの遺産を観光資源として活用して地

地域社会の活性化を目指すというものです。

ヨーロッパのジオパーク運動はユネスコが支援する活動となり、２００４年に世界ジオパークネットワーク（ＧＧＮ）が設立さ

れました。現在、ヨーロッパと中国を中心に５７地域がＧＧＮに加盟しています。

世界遺産は条約に基づいて保全・保護を重要視するのに対し、ジオパークは保全と活用、地域の人々の振興と活動が重要視されます。

さて、『ジオパーク』という語源ですが、新潟県糸魚川市が１９９１年に糸魚川ジオパーク(造語)というものを造り、これが『ジオ

パーク』という言葉のもとになったと言われています。

地域の地史や地質現象がよくわかる地質遺産を多数含み、考古学的・生態学的・文化的な価値の

ある場所も含む。

地方自治体および公的機関・地域社会や民間団体によるしっかりした運営組織と運営・財政計

計画をもつ。

ジオツーリズムなどを通じて、地域の持続可能な社会的・経済的発展を育成する。

博物館、自然観察路、ガイド付きツアーなどにより、地球科学や環境問題に関する教育・普及

活動を行う。

都は、伊豆大島が日本ジオパークに認定されたことをど

のように評価しているか、所見を伺う。

島しょの観光を振興するためには、それぞれの島が特徴

ある観光資源を生かした個性的な取組を一層展開していく

ことが重要です。

大島には、三原山を中心とした地質学的には重要な地質

遺産が点在しています。こうした中、大島が、日本ジオ

パークに認定されたことは、地質遺産を新たな観光資源と

して活用することにより、地域の観光振興につながると期

待しています。
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ジオパークは高等学校において地学などを学んでいく最

適の材料と考えるが、教育に活用できないか、所見を伺う。

高等学校学習指導要領においては、地学の学習の中で、

野外観察を行い、地域の地形や地質構造を概観することに

なっています。

ジオパークは、地層、岩石、地形、火山、断層など、

様々な自然遺産を含む公園であり、こうしたジオパークを

はじめとする都内にある自然遺産を学習することは、生徒

の自然に対する関心や探究心を高め、自然の事物や現象に

ついての理解を深める上で、有効であると考えます。
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ジオパークとして認定されたことにより、名産品などの

開発・販売促進のほか、地域の国際化や活性化にも寄与す

ると考えるが、その可能性について所見を伺う。

ジオパークは、地質遺産を保護し、研究に活用するとと

もに、自然と人間との関わりを理解する場所として整備し、

教育の場として、また新たな観光資源として地域の振興に

活かしていくものです。

ジオパークの認定を契機として、大島町におけるこれら

地質遺産を活用した取組により、地域の活性化が図られる

ことを期待しています。

また、大島町では地域での活動を充実させ、ユネスコが

支援する国際的な登録制度である世界ジオパーク認定への

可能性を高めていきたいとの考えと聞いております。
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都内には、大島以外にも多くの地質遺産が存在すると承

知しています。これらの地質遺産は、地域にとっての貴重

な観光資源であり、地元市町村がジオパーク認定の可能性

を探ることを含めて、こうした地質遺産を活用していくこ

とは、重要と考えます。

都には伊豆諸島、小笠原、奥多摩など自然が点在するが、

新たなジオパークの可能性について所見を伺う。Q4
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●新潟県糸魚川市の弁天岩



昨年１０月２２日、石原知事は、築

地市場の再整備問題で「豊洲移転を進

めていくことを決断した」と発言し、

併せて「議会が決めかねるから決断し

た」旨発言しました。

しかし、都議会での到達点は、中間

平成２２年第４回都議会定例会が、昨年１２月１５日に終了し

ました。今定例会では、青少年健全育成条例の改正案が再提出さ

れ、都議会民主党は、「慎重に条例を運用する」などとした付帯

決議を付して、改正案に賛成しました。また、石原知事が、関係

者の合意も無い状態で、豊洲移転を決断したことに強く反発。本

年の予算議会の前哨戦が展開されました。

私たち都議会民主党は、昨年、多くの都民のご意見を聴取しな

がら、各々の議案を精査し、結論を出してきました。本年も皆様

のご支援・ご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。

今議会では、廃案にした青少年健全育成条例を改正案が改めて

提出されました。前改正案では、青少年有害情報の範囲が、法の

規定を超えないものにすべきと訴えると共に、国会で論議が継続

している児童ポルノの単純所得規定に懸念を表明しました。また、

「非実在青少年」の規定が曖昧かつ不明確であると強く述べ、

「青少年性的視覚描写物のまん延の抑止」は条例を超えた規制で

はないかと疑義を示しました。結果、今改正案では、削除そして

改められました。

しかし、創作者や出版関係者の懸念を受け、「青少年健全育成

審議会で図書類の検討時間を十分に確保するなど、適正な運用に

努めること」などを求める付帯決議を付して、改正

都は、小児の休日・全夜間診療事業、休日・全夜間参画等支

援事業などの支援策、小児救急研修を実施し、医師及び看護師

育成などに取り組んでいます。

しかし、多摩地域において小児の迅速・適切な医療を提供す

るためには、地域の診療所と公的中核病院、高度な三次医療を

提供する都立病院などが、より一層連携していくことが不可欠

です。

そこで、多摩地域の小児医療の拡充に向けた、都としての具

体的な取り組みを質しました。

都は、「こども救命センターに指定した都立小児総合医療セ

ンターを中心に、初期から三次までの医療機関連携の仕組みづ

くりに取り組む」「地域小児医療ネットワークモデル事業を進

め、多摩地域の小児医療体制の充実に努めていく」と、答弁し

ました。

石毛しげる事務所

案に賛成しました。

都議会民主党は、未来の東京を担う青少年の健

全育成のために、取り組みを進めてまいります。

報告に過ぎません。また、知事が「築地での再整備は、十数年か

かる致命的な事実が明らかになった」との論拠も、仮設に移転し

た時点で耐震化のリスクがなくなることを無視した発言です。

知事が移転を宣言した後からも、地元自治体が要望書を提出し

たり、市場関係団体の選挙で移転反対派が過半数を占めたりと、

豊洲移転に合意があるとは到底思えません。

都議会民主党は、築地市場の強引な移転に反対しており、今年

３月に予定される市場会計予算をはじめ、今後の関連議案には、

厳しい対応をせざるを得ないと考えています。

都は、平成２４年度までに全公立小中学校の冷房化に対する

施設費用を補助する方針を決定しました。

これまで都議会民主党では、今夏の猛暑を踏まえて、対策が

遅れている多摩地域の公立小中学の冷房化に対する保護者や都

市・長会等の要望を受け、多摩部会での意見集約や代表質問、

会派要望として多摩地域の小中学校の冷房化の促進に取り組ん

できました。また、本定例会においても一般質問で多摩地域の

小中学校の冷房化に向けて教育長の所見を質しました。

今後は、都独自の財政支援策として冷房未設置の普通教室を

対象に今年度から補助をはじめ、平成２４年度までの３年間に

わたり助成する予定で、厳しい財政状況の市町村の負担軽減を

図ります。
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